
Tax update

経済社会のICT化等を踏まえ、政府全体として各種
行政手続の電子化・オンライン化が進められていま
す。しかし、税金に係る電子納税申告の普及は道半ば
の状況です※1。こうした中、官民合わせたコストの削
減や企業の生産性向上を促進する観点から、申告デー
タを円滑に電子提出できるような環境整備を進めつ
つ、まずは大法人について、電子申告の義務化を図る
こととされました。
平成30年度税制改正により、一定の大法人等が
行う法人税等の申告は、電子情報処理組織（以下、
e-Tax）により提出しなければならないこととされま
す。この改正は、平成32年（2020年）4月1日以後
に開始する事業年度等から適用されます。以降は、一
定の大法人等の法人税等の申告について、原則とし
て、納税申告書を書面により提出することができなく
なります※2。
本稿においては、その概要を説明いたします。

電子申告義務化の概要は以下のとおりです。

1. 対象税目
法人税及び地方法人税並びに消費税及び地方消費
税、法人住民税及び法人事業税が対象となります。

2. 対象法人の範囲※3

3. 対象手続及び対象書類
確定申告書、中間（予定）申告書、仮決算の中間申
告書、修正申告書及び還付申告書の手続きが対象とな
り、申告書及び申告書に添付すべきものとされている
書類の全てが対象とされます。

4. 例外的な書面申告
電気通信回線の故障、災害その他の理由によりe-Tax

を使用することが困難であると認められる場合※4には、
納税地の所轄税務署長の事前承認を要件として、申告書
及び添付書類を書面によって提出することが可能です。

Ⅰ　はじめに
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※1　平成28年度の電子申告（e-Tax）の利用率は、法人税申告79.3％（大規模法人に関しては56.9％）、所得税申告53.5％（財
務省作成資料より）

※2　ただし、それらの申告のうち添付書類にかかる部分については、記載事項を記録した光ディスク、磁気テープ又は磁気
ディスクを提出する方法により行うことができる。

※3　人格のない社団等及び外国法人は含まれない。また、消費税及び地方消費税に関しては、国及び地方公共団体も対象法人
に含められる。

※4　具体的な事例は、今後公表される予定

①内国法人のうち、その事業年度開始の時におい
て資本金の額又は出資金の額が1億円を超える
法人

②相互会社、投資法人及び特定目的会社
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5. 適用開始届出
電子申告義務化の対象となる法人は、所轄税務署長
に対し、届出書を提出することが必要です。

6. 適用日
平成32年（2020年）4月1日以後に開始する事業

年度（課税年度）から適用されます。

電子申告の義務化に当たっては、法人税等に係る申
告データを円滑に電子提出できるように、国税庁にお
いて納税環境整備が進められます。＜表1＞のとおり、
利便性向上に向けた施策が電子申告の義務化までの間
に順次実施される予定です。なお、これらの施策は、
電子申告の義務化対象となっていない中小法人等にも
適用されます。

国税庁は4月に、ウェブサイト上で「電子申告の義
務化についてよくある質問（以下、FAQ）」を公表し
ています。当該FAQにおいては、義務化の制度内容や
今後の利便性向上施策についての詳細な情報が明らか
にされています。
制度の適用開始までしばらくの猶予があるとは言っ
ても、電子申告が「義務化」される意義には重いもの
があります。義務化の対象法人は、仮にe-Taxによる
申告を怠り、書面では法定申告期限までに申告を完了
したとしても、原則として無申告加算税の対象となり
ます※5。制度開始までに、余裕をもって十分な準備
をしておくことが必要です。

▶表1　利便性向上施策

※5　期限内に「申告書の主要な部分」が電子的に提出されていれば、無申告加算税は課せられない。

Ⅲ　義務化に伴い導入する利便性向上施策

Ⅳ　おわりに

お問い合わせ先
EY税理士法人
ビジネスタックスアドバイザリー
E-mail：hiroshi.namba@jp.ey.com

施策名 概要 適用開始時期（予定）

提出情報等のスリム化

• イメージデータ（PDF形式）で送信された添付書類の紙原本の保存不要化 平成30年4月以後の申請等
から（実施済）

• 勘定科目内訳明細書の記載内容の簡素化（書面申告も同様） 平成31年4月以後終了事業
年度の申告から

データ形式の柔軟化

• 法人税申告書別表（明細記載を要する部分）及び勘定科目内訳明細書の
データ形式の柔軟化（CSV形式も容認）

平成31年4月以後の申告
から

• 財務諸表のデータ形式の柔軟化（CSV形式も容認） 平成32（2020）年4月以
後の申告から

提出方法の拡充

• e-Taxの送信容量の拡大 平成31年1月以後の申告
から

• 添付書類の提出方法の拡充（光ディスク等による提出） 平成32（2020）年4月以
後の申告から

提出先の一元化
• 財務諸表の提出先の一元化（e-Taxによる提出が前提） 平成32（2020）年4月以

後の申告から

その他

• 法人税等の代表者及び経理責任者の自署押印制度を廃止、代表者の記名押
印制度へ（書面申告も同様）

平成30年4月以後終了事業
年度の申告から（実施済）

• 法人税及び地方法人二税の電子申告における共通入力事務の重複排除 平成32（2020）年3月以
後の申告から

出典：国税庁ウェブサイトの資料を筆者一部加工
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